
 

 

 

あいちＡＩ・ロボティクス連携共同研究会 

ＡＩ－ＯＣＲ共同利用サービス（ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ） 仕様書 

 

１．業務名 

ＡＩ－ＯＣＲ共同利用サービス（ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ） 

２．契約期間 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

３．担当所属 

（１）共同利用サービスの窓口 

   あいちＡＩ・ロボティクス連携共同研究会（以下、研究会という。） 

ＡＩ－ＯＣＲ共同利用・ＲＰＡ推進部会（以下、部会という。）事務局 

  

（２）契約主体（以下、参加団体という） 

   豊橋市 岡崎市 一宮市 瀬戸市 半田市 豊川市 津島市 碧南市 刈谷市  

豊田市 安城市 西尾市 蒲郡市 犬山市 常滑市 江南市 小牧市 稲沢市  

新城市 東海市 大府市 知多市 知立市 尾張旭市 高浜市 岩倉市 豊明市  

日進市 田原市 愛西市 清須市 北名古屋市 弥富市 みよし市 あま市 長久手市  

東郷町 豊山町 大口町 扶桑町 大治町 蟹江町 阿久比町 東浦町 南知多町  

武豊町 幸田町 設楽町 

 

４．目的及び趣旨 

労働人口の減少や住民ニーズの多様化に伴い、愛知県内市町村においても限られた

職員・予算で、住民サービスを維持・向上する必要があり、そのためには、人工知能（AI）

の活用が期待されている。 

AI を活用して、各種帳票の記載内容を AI-OCR を用いてデータ化することによって、

各参加団体におけるデータ入力作業等に係る業務時間の削減や効率化を行うことを目

的とする。  

 

５．サービス提供形態 

LGWAN-ASPとして提供すること。なお、LGWANの申請は受託者にて申請すること。 
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６．サービスの内容 

（１）サービスの概要 

次の内容を満たす LGWAN-ASP AI-OCR共同利用サービス（以下、「本サービス」と

いう。）を提供すること。なお、使用する AI-OCRの製品は AI-Inside株式会社の提

供する DX Suiteとすること。 

 

（２）サービスの内容 

受託者は各参加団体が使用するための AI-OCRツールを次の要件にて提供するこ

と。 

ア）原則 24 時間 365日利用可能であること。メンテナンスのために停止する場

合は 2週間前までに協議の上停止すること。また、停止時間については、可

能な限り業務時間外を設定すること。 

イ）個人情報保護等の情報セキュリティ対策の観点から、セキュアなネットワー

ク上の LGWAN-ASP内で提供されるサービスであること。また、参加団体が他

の参加団体の情報にアクセスできないように適切にアクセス制御されたも

のであること。 

なお、処理エンジン自体をインターネットに配置し、LGWAN-ASPにアップロ

ードされたファイルを特定通信で分割転送するような仕組みは認めないた

め、LGWAN系統にて完結した仕組みとすること。 

ウ）LGWANへ接続可能な回線敷設および本サービスに接続可能な端末は、参加団

体にて準備するものとする。 

エ）AI-OCR にて読み取る帳票の電子ファイル化に必要となるスキャナについて

も、端末と同様とする。 

オ）AI-OCRツールは日本語対応のものとすること。 

カ）画像データファイルの形式は PDF、JPEG、PNG、TIFF に対応できること。 

キ）AI-OCR の判定結果が確認できるよう、読み取った画像データと見比べなが

ら、テキスト化されたデータの修正およびデータの送受信が行えること。た

だし、画像データは一時的保管としユーザー側で削除可能なこと。 

ク）参加団体ごとに、システムにおける団体内組織に関する管理者権限及び部署

ごとのユーザー権限を付与できること。 

ケ）各ユーザー権限にて帳票定義が作成できること。又は、サービス提供事業者

が帳票定義作成を代行登録することが可能であること。 

コ）平日８時間稼働を想定したデータ項目数（パーツ数）は、参加の全団体で、

月 500万項目の変換が可能であること。 

サ）同時利用ユーザー数は団体毎に最低３名を確保できること。 

シ）参加団体が自団体の利用項目数と枚数の確認が行えること。 



ス）本サービスの参加団体ごとの利用料金体系が明確であること。 

セ）AI-OCR での読取り結果については、アップロードしたファイル単位で CSV

ファイル等に出力できること。 

ソ）帳票定義、読取り結果である CSVファイル等は、システムにおける団体内組

織単位で制限され、他組織からは参照できないこと。 

タ）読み取り結果である CSVファイル等の文字コードについては SJIS、UTF-8を

選択できること。 

チ）読取り対象として、手書き、活字、FAX、写真などの各種書類について高い

精度で変換ができること。 

ツ）帳票の読取り方向のズレに対する補正機能を有すること。 

テ）乱筆や欠け文字の読取りができること。 

ト）訂正印、二重線、塗りつぶしの読み飛ばしが行えること。 

ナ）バーコードの読取りができること。 

ニ）サーバー上にアップロードした画像データ、CSVファイル、帳票イメージフ

ァイル、解析結果及びエントリ結果等は、アップロードから２０日経過後に

自動削除すること。 

     ヌ）マニュアル提供の他、具体的な帳票定義の方法の提示など利用団体の作業負

担を抑える工夫があること。 

     ネ）LGWAN-ASPサービスの利用団体が、情報共有や問い合わせを行うための情報 

ポータル窓口等を設置すること。 

     ノ）参加団体が現在利用している帳票定義は修正しなくとも引き続き利用が可

能であること。 

    ハ）受託者は、毎月の報告として以下の実績を愛知県総務局総務部情報政策課 

ＤＸ推進室に提示すること。 

       ・参加団体の月間利用パーツ数 

       ・参加団体の月間読み取り枚数 

     ヒ）繁忙期における処理の集中を起因とした処理停止を防ぐための対策が講じ

てあること 

 

（３）サービス利用環境 

ア）LGWAN環境で利用できること。 

イ）本サービスは次のブラウザで利用できること。 

  ・Microsoft Edge 最新版 

  ウ）アップロード画像仕様 

  以下の仕様で利用できること。 

     ・解像度 200dpi以上 



（４）障害対応 

ハード障害等によるサービス停止時について、速やかに復旧させること。その際、

故障前に保存されていた帳票定義を全て復元すること。 

 

（５）利用者向け操作説明会 

受託者は必要に応じて参加団体向けの説明会を以下の要件により行うこと。 

ア）本サービスの概要説明及び操作方法の説明、運用方法、帳票定義のメンテナ

ンス方法等について参加団体全てを対象に説明を行うこと。 

操作説明会については、県庁、東三河総合庁舎の２会場にて、午前・午後の

各時間帯で実施し、各団体から２名参加できるよう調整すること。 

イ）操作説明会の実施時期は協議の上、決定すること。 

ウ）操作説明会に参加できない利用者のために、操作方法を説明する教材（動画

やパワーポイント等）を電子データで提供すること。 

エ）説明会はリモートでの対応も可能とする。 

 

（６）問い合わせ対応 

受託者は問い合わせ対応を以下の要件により行うこと。 

ア）本サービスの操作方法等の技術的な問い合わせ等に対応すること。 

イ）メール等での問い合わせのほか、電話での対応も可能とすること。 

ウ）電話での受付は、土日祝及び年末年始（12月 29日～1月 3日）を除く平日

９時から 17 時までの間とし、メール等での受付は 24 時間 365 日とするこ

と。 

エ）サービス停止を伴う定期メンテナンスを行う際は、２週間前までに参加団

体全てに通知すること。 

 

（７）個別サポート対応 

受託者は参加団体の希望に応じて、以下の対応が可能であること。【基本サービ

スの範囲外で、オプションサービスとして別料金での提供を想定】 

ア）参加団体における帳票定義の作成支援として、サンプル帳票を受領したう

えで帳票定義プログラムを作成し、メールにて提供を行うこと。 

イ）参加団体における現地サポートとして、現地に訪問して、相談会などの個別

対応を行うこと。 

 

（８）情報セキュリティ 

ア）受託者は情報セキュリティに留意し、情報漏えい等の事故を防止すること。 

イ）受託者は、ISO/IEC27001の認定を受けていること。 



（９）その他 

ア）日本の法令の範囲内で運用できるデータセンターであること。 

イ）サービス内容には、最低限満たす必要がある項目を挙げているが、その他

独自提案があれば、それらについての提案も可能とする。 

 

７．契約に係る留意事項 

（１） 延長利用にあたっての利用料金については、市場環境に基づき見直すことも可能

とするが、見直す際には部会および各参加団体との協議の場を設けること。 

  

（２） 機密の保持 

ア）受託者は本サービスの提供に際し、直接または間接に知り得た一切の事項を

第三者に開示、漏えいさせてはならない。 

イ）本業務従事者に対し、義務を遵守させるために必要な措置を講じなければな

らない。 

 

（３）個人情報の取扱い、情報セキュリティ対策 

受託者は本サービスで知り得た個人情報の保護、情報セキュリティ対策のため、

次の事項を遵守しなければならない。 

ア）個人情報の取扱い 

  受託者は個人情報の保護に関する法律等、関係法令に従い、個人情報を適正

に取り扱わなければならない。 

イ）情報セキュリティ対策 

  受託者は本サービスに関して知り得た個人情報の漏えいについて、滅失、き

損の防止、その他、個人情報の適切な管理のために必要な情報セキュリティ

対策を講じなければならない。 

 

（４）再委託等 

受託者は部会の承認なく、本サービスを第三者に再委託し、又は請け負わせては

ならない。 

第三者に業務を委託等する場合は、「７．契約に係る留意事項」内に記載の「機

密の保持」「個人情報の取扱い、情報セキュリティ対策」に従い、再委託先にも同

様の義務を課すこと。 

 

（５）サービス提供期間 

契約期間満了後についても、各参加団体の求めがあれば、最長 2029年 3月 31日

までのサービス提供の継続が可能であること 



（６）契約仕様書の作成 

本仕様書及び受託者の提案内容に基づき、受託者は部会と調整のうえ、契約仕様

書を作成することとする。当該契約仕様書は、契約期間および導入までのスケジュ

ールを除き、団体ごとに変更しないこととする。なお、受託者は導入費用と利用料

金で２契約となる団体があった場合は、当該契約仕様書と同じ内容であれば、２契

約となることを認めること。また、個人情報の取り扱いについては、団体ごとに内

容が異なるため、特記事項等について、必要に応じ受託者と各団体とで契約時に調

整を行うこと。 

 

（７）SLA（サービス・レベル・アグリーメント）の締結 

受託者の提案内容に基づき、受託者は部会と調整のうえ、努力目標型の SLAを作

成し、契約時に締結することとする。当該 SLA は参加団体と契約締結することと

し、団体ごとに変更しないこととする。 

 

―以上― 


